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 泉大津市（以下「本市」という。）では、平成 14年（2002年）に制定した「泉大津市環境

基本条例」の基本理念に基づき、同年に平成 22年度（2010年度）を目標年度とした「泉大

津市環境基本計画」を策定しました。また、その後の状況変化に応じ、平成 24年（2012年）

に令和３年度（2021年度）を目標年度とした「泉大津市第２次環境基本計画」（以下「第２

次計画」という。）を策定し、環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に実施してきま

した。 

 第２次計画では、「地球規模で考え、足元から行動する」という考えに立ち、望ましい環

境像「身近な自然・環境を大切にする心を次世代へ引き継ぐ エコ・コンパクトシティ 泉大

津」の実現に向けて、市民・事業者・市の連携・協働により取組みを推進してきました。具

体的には、「くらし」、「自然環境」、「地球環境」、「豊かなこころ」の４つの分野について基

本目標を定め、120項目の取組みを実施してきたところです。 

 この結果、本市の環境状況において、大気・水環境は概ね改善傾向にありますが、廃棄物

や温室効果ガスの排出量は同水準で推移しています。また、市民アンケート調査（令和２年

度（2020年度）実施）では、第２次計画策定時の調査（平成 23年度（2011年度）実施）と

比較して、身近な環境に関する全 12項目の設問（「水のきれいさ」、「ごみ処理やリサイクル

の推進」等）で満足度が向上するなど、市民が身近な環境の改善を実感しているものとみら

れます。一方で、「温暖化に配慮したまち」は満足度が依然として低いなどの状況をふまえ

ると、施策の見直しや推進強化を図りながら継続して取組みを実施していくことが重要で

す。 

 本市では、令和２年（2020 年）６月にゼロカーボンシティを表明し、令和 32年（2050年）

に CO2排出量を実質ゼロにすることをめざすために、より一層の取組みを進めることを国内

外に強く発信したところです。 

 このたび、第２次計画が令和３年度（2021 年度）で目標年度を迎えたことから、このよ

うな本市の環境の状況や以下に示す社会情勢の大きな変化等をふまえて、第２次計画の理

念を継承しながら計画の見直しや強化を図る形で、泉大津市第３次環境基本計画（以下「本

計画」という。）を策定することとしました。 

  

 第１章 計画の基本的な考え方 

 
１ 計画策定の背景 

（１）泉大津市の取組み 
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 国際的な動向として、平成 27 年（2015 年）9 月に国連において、国際社会が令和 12 年

（2030 年）に向けて持続可能な社会の実現のために取り組むべき課題を集大成した新たな

国際的な枠組みとして、「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」が採択されました。こ

の中では、地球上の「誰ひとり取り残さない」ための、持続可能な社会づくりをめざした世

界共通の目標「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）（以下「SDGs」とい

う。）」が掲げられました。SDGsには、17のゴールと 169のターゲットが設定されています。 

 さらに、平成 27年（2015 年）12月にフランス・パリで開催された国連気候変動枠組条約

第 21 回締約国会議（COP21）において、令和２年（2020 年）以降の気候変動対策の新たな

国際的枠組みとなる「パリ協定」が採択されました。この協定では、世界共通の長期目標と

して、産業革命前からの地球の平均気温の上昇を２℃未満に保ち、1.5℃に抑える努力をし

ていくことが明記されました。また、今世紀後半には温室効果ガスの実質的な排出をゼロ

（人為的な温室効果ガスの排出と森林等の吸収源による除去の均衡を達成する）とする目

標を掲げています。 

 

 国においては、平成 30年（2018年）４月に「第五次環境基本計画」が閣議決定されまし

た。この中では、①「地域循環共生圏の創造」、②「世界の範となる日本の確立」、③「①②

を通じた持続可能な循環共生型の社会（環境・生命文明社会）の実現」がめざすべき社会の

姿として掲げられました。また、①「持続可能な生産と消費を実現するグリーンな経済シス

テムの構築」、②「国土のストックとしての価値の向上」、③「地域資源を活用した持続可能

な地域づくり」、④「健康で心豊かな暮らしの実現」、⑤「持続可能性を支える技術の開発・

普及」、⑥「国際貢献による我が国のリーダーシップの発揮と戦略的パートナーシップの構

築」を分野横断的な重点戦略と位置づけ、パートナーシップの下、環境・経済・社会の総合

的向上を具体化し、経済社会システム、ライフスタイル、技術等あらゆる観点からイノベー

ションを創出することにより、環境政策の根幹となる環境保全の取組を、揺るぎなく着実に

推進することとしています。 

 

 大阪府では、令和３年（2021 年）３月に、「2050 年のめざすべき将来像」と「2030 年の

実現すべき姿」を示した「2030 大阪府環境総合計画」や「大阪府地球温暖化対策実行計画

（区域施策編）」等の個別計画が策定されました。 

 また、令和元年（2019 年）の G20 大阪サミットで、海洋プラスチックごみによる新たな

汚染を 2050年までにゼロにすることをめざす「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」が共

有され、令和３年（2021年）３月に「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」実行計画が策定

されました。 

 

 

（２）泉大津市を取り巻く社会情勢の変化 

①国際的な動向 

②国の動向 

③大阪府の動向 
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 環境分野におけるこれらの社会情勢の変化をふまえ、本市では令和元年（2019 年）６月

に「おおさかプラスチックごみゼロ宣言」に賛同し「いずみおおつプラスチックごみゼロ宣

言」を行いました。また、令和２年（2020年）６月には「泉大津市気候非常事態宣言」及び

「泉大津市ゼロカーボンシティ」の表明を行い、令和 32 年（2050 年）までに CO₂排出量実

質ゼロをめざすこととしました。 

 

 

 

 

※「ゼロカーボンシティ」とは、2050 年二酸化炭素実質排出量ゼロ（二酸化炭素をはじめ

とする温室効果ガスの排出量から、森林などによる吸収量を差し引いてゼロを達成するこ

と）をめざすことを表明した地方公共団体のことです。 

 

 

 

 本計画は、泉大津市環境基本条例の基本理念に基づき、市民、事業者及び市のすべての

人が一体となり、自然と共生し、環境への負荷の少ない循環を基調とする社会の実現をめ

ざし、環境保全に関する取組みを進めることを目的とします。 

  

④社会情勢の変化をふまえた泉大津市の対応 

 
２ 計画の目的 
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 本計画は、泉大津市環境基本条例に基づき策定するものであり、また本市の将来のあるべ

き姿及び進むべき方向について基本的な指針を示した「第４次泉大津市総合計画」と整合し、

国及び大阪府の各種環境関連計画との整合性を図るとともに、下図に示す本市の分野別行

政計画と連携し、本市における環境行政を総合的・計画的に進めるための計画として位置づ

けます。 

 

 

 

 

  

 
３ 計画の位置づけ 

国

環境基本法

第五次環境基本計画

大阪府

大阪府環境基本条例

2030大阪府環境総合計画

泉大津市第３次環境基本計画 

第 4 次泉大津市総合計画 
泉大津市 

環境基本条例 

根拠 

環境関連分野が含ま
れる行政計画 

整合 ・
い
ず
み
お
お
つ
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご
み
ゼ
ロ
宣
言 

・
泉
大
津
市
気
候
非
常
事
態
宣
言 

・
泉
大
津
市
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
表
明 

連
携 

反
映 

整合 

環境分野の個別計画 

整合 

 

・地球温暖化対策の推進に関する泉大津市実行計画

（第５期） 

・第５次一般廃棄物処理基本計画 

・地球温暖化対策地域推進計画（区域施策編） 

・再生可能エネルギーロードマップ 

 
 

 

・
泉
大
津
市
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン 

・
泉
大
津
市
緑
の
基
本
計
画
「
と
も
い
き
泉
大
津
」 

・
泉
大
津
市
住
宅
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン 

 
 

 

・
泉
大
津
市
空
家
等
対
策
計
画 

 
 

 

・
泉
大
津
市
立
地
適
正
化
計
画 

な
ど 
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 本計画の対象地域は本市全域とします。また、本計画では、第２次計画を一部継承し、「地

球環境」、「資源循環」、「生活環境」、「自然・文化環境」の４分野に環境事象を位置づけ、各

分野を横断する施策として「環境共育」を位置付けています。各分野において基本目標を定

め、市民・事業者・市の連携・協働により具体的な取組みを推進します。「地球環境」では

地球温暖化・省エネルギー対策を、「資源循環」では省資源・廃棄物対策を、「生活環境」で

は大気・水・土壌等の生活環境や住環境の保全を、「自然・文化環境」では生態系の保全・

緑化や歴史的・文化的環境の保全・活用を、「環境共育」では人と人のふれあいや環境教育

の推進、環境情報の提供等の分野横断的な内容を対象に、各種施策に取組むこととします。 

 「共育」とは、親や教師などの教育権を持つ主体だけでなく、多様な立場や領域の人や組

織と連携して教育を担うこと、教育・指導を行う側と受ける側が共に学び成長することとい

う意味の言葉です。これにあやかり、環境問題に対して市が一方的に指導・推進するのでは

なく、市民・事業者などの多様な人と協働・連携し、共に成長しながら環境問題への対策に

取組んでいきます。 

 なお、第２次計画において「くらし」分野として扱っていた「資源循環」と「生活環境」

について、本計画では分野を２つに分けることとしました。これは、地域での SDGsの実践

をめざす「地域循環共生圏」が提唱されるなど、これまで以上に「循環」の考え方が重要視

されていること、また、海洋プラスチックごみ問題の深刻化を受け、本市においても「いず

みおおつプラスチックごみゼロ宣言」を行ったことなど、本市の環境を取り巻く状況の変化

をふまえ、分野の整理を改めたものです。 

 

 

 

  

 
4 計画の対象範囲 

環 境 共 育 

地球環境 資源循環 生活環境
自然・

文化環境



 

6 

 

 

 本計画の主体は、「市民」「事業者」「市」であり、相互に連携・協働することにより、計

画の実効性を高め着実に推進していきます。 

 

 

 

 

  

 
５ 計画に基づく主体と役割 

連携・協働 

市民 

◆ 日常生活の環境に配慮した

ライフスタイルの改善 

◆ 脱炭素社会構築に向けた配

慮行動の実践 

◆ 省エネルギー・省資源、ゴミ

の排出抑制等の環境負荷の

低減 

◆ 循環型社会づくりに向けた

配慮 

◆ 環境保全施策への参画・協

力 

など 

事業者 

◆ ライフサイクル全体の環境

負荷を認識した資源・エネ

ルギーの有効利用、環境に

配慮した製品・サービスの

提供 

◆ 事業活動に伴う公害の発生

防止 

◆ 脱炭素社会構築に向けた温

室効果ガスの排出抑制 

◆ 循環型社会づくりに向けた

自主的な取組 

◆ 環境保全施策への参画・協

力 

など 

市 

◆ 環境の保全・創造に関する施策の総合的・計画的推進 

◆ 脱炭素化に向けた機器の導入、環境に配慮した行動の実践 

◆ 国、府、周辺市町との連携による広域的な取組みの推進 

◆ 環境情報の発信、市民・事業者間の連携・協働の支援 

など 
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 ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標、Sustainable Development Goals)とは平成 27年（2015

年）9 月に国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載

されている、令和 12年（2030年）までに、持続可能でよりよい世界をめざすための国際目

標です。 

 17 のゴールと 169 のターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残さない」ことを

誓い、途上国の貧困、教育、保健等の開発課題に加え、持続可能な開発の３本柱とされる経

済面・社会面・環境面の課題全てに幅広く対応し、調和させていくことが示されています。 

ＳＤＧｓには、経済・社会・環境をめぐる幅広い分野にわたる目標が掲げられておりますが、

気候変動や生物多様性などの環境に関する項目が多く含まれており、ＳＤＧｓの達成に向

けて取組を進めることは、将来を担う子どもたちのために、持続可能なまちづくりを発展さ

せることにもつながります。 

 本市では、本計画に基づきゼロカーボンシティの実現に向けて、気候変動対策や資源循環、

生活環境の保全などの様々な取組を推進することで、ＳＤＧｓの実現に貢献していきます。 

 

 

【持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の 17のゴール（目標）】 

出典：国際連合広報センター   

 

 

  

 
６ ＳＤＧｓとの関わり 
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ＳＤＧｓの１７のゴール 

１．貧困をなくそう 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を

終わらせる 

２．飢餓をゼロに 

飢饉を終わらせ、食料安全保障及び栄

養改善を実現し、持続可能な農業を促

進する。 

３．すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的

な生活を確保し、福祉を促進する 

４．質の高い教育をみんなに 

すべての人々への、包摂的かつ公正な

質の高い教育を提供し、生涯学習の機

械を促進する 

５．ジェンダー平等を実現しよう 

ジェンダー平等を達成し、すべての女

性及び女児の能力強化を行う 

６．安全な水とトイレを世界中に 

すべての人々の水と衛生の利用可能性

と持続可能な管理を確保する 

７．エネルギーをみんなに 

そしてクリーンに 

すべての人々の、安価かつ信頼できる

持続可能な近代的エネルギーへのアク

セルを確保する 

８．働きがいも経済成長も 

包摂的かつ持続可能な経済成長及びす

べての人々の完全かつ生産的な雇用と

働きがいのある人間らしい雇用（ディ

ーセント・ワーク）を促進する 

９．産業と技術革新の 

  基盤をつくろう 

強靭（レジリエント）なインフラ構築、

包摂的かつ持続可能な産業化の促進及

びイノベーションの推進を図る 

10．人や国の不平等をなくそう 

各国内及び各国間の不平等を是正する 

11．住み続けられるまちづくりを 

包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）

で持続可能な都市及び人間居住を実現

する 

12．つくる責任つかう責任 

持続可能な生産消費形態を確保する 

13．気候変動に具体的な対策を 

気候変動及びその影響を軽減するため

の緊急対策を講じる 

14．海の豊かさを守ろう 

持続可能な開発のために海洋・海洋資

源を保全し、持続可能な形で利用する 

15．陸の豊かさも守ろう 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利

用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠

化の対処、ならびに土地の劣化の阻止・

回復及び生物多様性の損失を阻止する 

16．平和と公正をすべての人に 

持続可能な開発のための平和で包摂的

な社会を促進し、すべての人々に司法

へのアクセスを提供し、あらゆるレベ

ルにおいて効果的な説明責任のある包

摂的な制度を構築する 

17．パートナーシップで 

  目標を達成しよう 

持続可能な開発のための実施手段を強

化し、グローバル・パートナーシップを

活性化する 

 

出典：国連広報センター 
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出典：大阪府地球温暖化防止活動推進センター 

 

 

 

 「ゼロカーボンシティ」宣言で表明した令和 32 年（2050 年）CO2 排出量実質ゼロを目標

とした、令和５年度(2023 年度)から令和 14年度(2032年度)までの計画とします。 

 

 

 

 

 

 
７ 計画の対象期間 
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 本市の環境の状況は概ね改善傾向にあり、身近な環境に関する市民の満足度も向上しつ

つあるものの、本市が抱える課題は多岐にわたります。このような現状と、世界、国、大阪

府の近年の動向等、本市を取り巻く社会情勢の変化等をふまえ、本計画では、目標年度にお

ける市の望ましい環境像及びめざす方向性を次のように定めます。 

 

 

 

 

 私たちが住んでいる便利で住みやすい社会の背景には、地球への様々な影響があること

がわかってきました。 

 これからの私たちの生活においては、地球へ恩返しすることを意識しなければ、地球温暖

化による気候変動がさらに進行し、猛暑や集中豪雨、超大型台風などの異常気象による被害

が拡大することは避けられません。 

 私たち一人ひとりの努力は小さいものでも、一人ひとりが主体性をもって取組み、お互い

に連携・協働しあうことで、大きな力を生み出し、これからの地球を守ることができます。 

 そこで、本市は、第２次計画に引き続き「地球規模で考え、足元から行動する」の考えに

立ち、市民・事業者と市が一体となって、エネルギーや資源を大切にし、自然と共生したき

れいなまちとしていくための取組みを実施し、周辺市町との連携も図りながら、身近な自

然・環境を次世代へと引き継いでいくことにより、持続可能なまちの創造を推進します。 

 

 

  

 第２章 めざす姿 

 
１ 望ましい環境像及びめざす方向性 

（１）望ましい環境像 
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 望ましい環境像の実現に向けて、「守る」「変える」「備える」「育む」の４つの視点をもっ

て施策を推進します。 

 

 

 

 

  

 

 

良好な住環境の保全 ＜生活環境＞ 

きれいな空気や水、静かできれいな住環境など、身近な環境を守り、安全・安心で快適

に暮らせるまちづくりを進めます。 

 

限りある資源の保全 ＜資源循環＞ 

Refuse(断る)、Reduce(減らす)、Reuse(再利用)及び Recycle(再生利用)の４Ｒの取組

みを展開し、限りある資源を守りごみを出さないまちづくりを推進します。 

今ある環境や資源を「守る」 守る 

 

 

ゼロカーボンシティに向けたライフスタイル・ビジネススタイルの変革 ＜地球環境＞ 

令和 32年（2050年）に向けて省エネルギーをさらに推進しエネルギー使用量を削減す

るとともに、再生可能エネルギー等で作られた CO2 排出係数の小さい電力やバイオ燃

料、合成メタンなどのエネルギー使用が主となる社会にしていきます。 

 

プラスチックごみゼロに向けたライフスタイルの変革 ＜資源循環＞ 

海洋プラスチックごみによる汚染をゼロにすることをめざして、新たなプラスチック

ごみを発生させない生活スタイルへと変革します。 

 

快適な環境の創出 ＜自然・文化環境＞ 

みどりを増やし、にぎわいのある水辺空間を創出します。 

持続可能な社会の実現・開発に向けて「変える」 変える 

（２）めざす方向性 
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緑のカーテン写真（左：かみじょう認定こども園 右：市役所庁舎） 

 

 

 

 

気候変動への緩和・適応の推進 ＜地球環境＞ 

地球温暖化の緩和策として脱炭素に向けた取組みを進め、適応策として猛暑や集中豪

雨、超大型台風などの災害に対処できる強靭なまちづくりを進めるとともに、気候変動

に伴う感染症への予防体制がとれたまちをめざします。 

 

環境の変化に「備える」 備える 

環境啓発の推進 ＜環境共育＞ 

環境を大切にする人材や人のつながりを育み、各分野の取組みを推進するため、市民に

向けた環境教育・啓発や情報発信、ネットワークづくりの推進・支援を進めるとともに、

市から情報を発信するだけでなく、市民から市民へ、また市民から市へ情報の発信・拡

散ができる仕組みづくりを目指します。 

 

環境を大切にする人材と人のつながりを「育む」 育む 
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 第３章 
５つの分野における 

基本目標と施策の展開 

 
１ 施策の体系 

•省エネルギー・省CO2の促進

•再生可能エネルギーの導入促進

•交通・物流の省CO2化の促進

•緩和策・適応策の推進

•ごみの発生抑制

•リユース・リサイクルの推進

•生活環境の保全

•住環境の向上

•みどりの保全と創出

•土の保全とふれあいの創出

•豊かな水辺のあるまちづくり

•歴史・文化環境の保全

•生物多様性の保全

•人と人とがふれあうまちづくり

•環境教育・学習の支援、推進

•環境情報の提供

イラスト 

未来へつなぐまちづくり 

 地球環境 

ものを大切にする 

まちづくり 

 
資源循環 

イラスト 

安心・安全で快適な 

まちづくり 
生活環境 

イラスト 

住み続けたいまちづくり 

 自然・文化環境 

イラスト 

環境共育 

多様な主体の協働・ 

連携によるまちづくり 

イラスト 

【基本目標】 【基本施策】 

【
望
ま
し
い
環
境
像
】 
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 「身近な自然・環境を大切にする心を次世代へ引き継ぐ持続可能な地球にやさしいまち泉

大津」をめざし、５つの分野について基本目標を定め、市民・事業者・市の連携・協働によ

り、具体的な取組みを推進します。 

 

 

 

 2050年に温室効果ガス排出量を実質ゼロにするため、省エネルギーと省 CO2の取組、再生

可能エネルギーの導入・利用を促進する必要があります。 

 本市では、今までに地球温暖化対策を進めてきましたが、温室効果ガス実質排出量の減少

幅は鈍化してきており、抜本的な対策が必要です。 

 また、地球温暖化による影響は、自然災害の発生や人体の健康への悪影響など、様々な形

であらわれています。これらの影響への緩和・適応を推進する必要があります。 

 
 気候危機の現状について市民や事業者と情報を共有し、省エネルギーの徹底、再生可能エ

ネルギーの導入、ライフスタイル・ビジネススタイルの変革などの取組みを市民・事業者・

市が協働して推進します。 

 エネルギーの利用にあたっては、再生可能エネルギーなど CO2排出が少なくなる選択を促

進します。 

 併せて、すでに現れている、もしくは将来影響が予測される気候変動に備え、市民の生命、

財産、生活などへの影響を最小化できるよう、適応策を推進します。 

 

 

  

 
２ 基本目標別の施策の展開 

（１）未来へつなぐまちづくり ＜地球環境＞ 

①本市の現況と課題 

②施策の方向性 

③目標指標 

13％ 

（令和４年度） 

-26％ 

（令和元年度） 

COOL CHOICEの認知度 

26％ 

（令和 14年度） 

－46％ 

（令和 12年度※） 

温室効果ガス排出量 

（基準年（2013年）度比） 

 

 

※政府の総合計画と同様に温室効果ガス排出量削減

目標については令和 12年度を目標としている。 
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・省エネルギー・省 CO2の促進 

 省エネルギー型製品の製造・販売・購入の促進やエネルギー効率の良い建築物の普及を促

進するほか、公共施設などの省エネルギー化・再エネ電気の導入を推進します。 

 

・再生可能エネルギーの導入促進 

 太陽光発電システムをはじめ、CO2排出量の少ない再生可能エネルギーの普及・活用を積

極的に推進します。 

 

・交通・物流の省 CO2化の促進 

 電動車などの普及促進のほか、公共交通機関の利用、自転車・徒歩による移動・活動を促

進します。 

 

・緩和策・適応策の推進 

 緩和策として脱炭素に向けて取組むとともに、猛暑や集中豪雨、超大型台風などの災害な

ど、気候変動により引き起こされる様々な事象に対し、適切な適応策を推進・周知します。 

 

 

出典：環境省 HP（https://ondankataisaku.env.go.jp/re-start/howto/05/） 

  

④基本施策 
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 本市では、1人 1日当たりのごみ排出量は全国平均を上回っており、家庭でのごみの減量

化は進んでいるが減少幅は鈍化しています。今後も継続してさらなるごみの減量化や資源

化に取組むとともに、食品ロスやプラスチックごみの削減に向けて取組む必要があります。 

 
 一人ひとりがごみの排出者としての自覚を持ち、Refuse(断る)、Reduce(減らす)、

Reuse(再利用)及び Recycle(再生利用)の４Ｒ、とりわけ Refuse(断る)、Reduce(減らす)を

最優先した取組みを展開し、ごみを出さないまちづくりを推進します。 

 

 

 
・ごみの発生抑制 

 マイバック・マイボトルの活用を促進し、簡易包装の推進について市民の理解と協力を求

めるなど、ごみの発生抑制に取組みます。 

 繰り返し再生利用可能な素材やプラスチック代替素材・製品の普及促進や、公共施設に給

水スポットの設置を進め、プラスチックごみの削減に取組みます。 

 食品ロス削減に向けて、「3010運動」などの食品ロスを減らす啓発活動に取組みます。 

 

・リユース・リサイクルの推進 

 ごみの分別を徹底するとともに、使用済み製品などのリユース促進のほか、詰替製品など

のエコ商品のＰＲに努め、公共工事におけるリサイクル資材の活用を推進します。 

  

（２）ものを大切にするまちづくり ＜資源循環＞ 

①本市の現況と課題 

②施策の方向性 

③目標指標 

959g 

（令和元年度） 

17.5％ 

（令和元年度） 

リサイクル率 

 

17.9％ 

（令和 14年度） 

１人１日あたりのごみ排出量 

 

870g 

（令和 14年度） 

④基本施策 
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 光化学オキシダント の環境基準が達成されていないとともに、未だ騒音、悪臭などの生

活型公害への苦情件数が減少していないことから、生活環境対策を引き続き推進していく

必要があります。 

 
 きれいな水や空気、静かな住環境など身近な環境を守るとともに、災害等による化学物質

の漏洩防止など環境リスクを低減させ、安全・安心で快適に暮らせるまちづくりを進めます。 

 また、「きれいにしよか、いずみおおつ」をスローガンに、きれいなまちづくりを目指し

て清掃美化運動を行うとともに、ごみのポイ捨て等の未然防止に努め、まちなみ・景観美化

を推進します。 

 

・生活環境の保全 

 騒音の防止や有害化学物質の適正管理の指導に努めるほか、大気環境の監視、市内主要河

川の水質調査など、大気・水環境の保全に努め、生活環境の向上に取組みます。 

 

・住環境の向上 

 不法投棄防止パトロールの実施、ごみのポイ捨て・飼い犬のふんの放置対策など、まちな

み・景観の美化活動の活性化を推進し、段差がなく誰もが通行しやすいバリアフリー道路の

整備・自転車通行空間の整備を推進します。 

 

  

（３）安全・安心で快適なまちづくり ＜生活環境＞ 

①本市の現況と課題 

②施策の方向性 

③目標指標 

８％ 

（令和２年度） 

まちのきれいさの満足度 

16％ 

（令和 14年度） 

67.6％ 

（令和４年度） 

身の回りの環境に満足している

市民の割合 

80％ 

（令和 14年度） 

④基本施策 
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 市民アンケートの結果を見ると、水や緑とのふれあい、まちなみ・景観の美化など、身近

な環境に関する満足度が低くなっています。緑や土の保全とふれあい、豊かな水辺を創出す

ることが必要です。 

 また、自然に触れ合い、環境を大切にする人材の育成が課題であり、環境教育の場を増や

し、情報発信していくとともに、市民が緑化活動に取り組めるボランティア団体の支援を推

進する必要があります。 

 
 市内の貴重なみどりや大津川をはじめとする水辺環境及び池上曽根遺跡等の歴史的・文

化的環境の保全と整備に取組むとともに、生態系を大切にし、花と緑を育む活動を推進しま

す。 

 また、生物多様性の保全にも配慮した持続可能な生物資源の管理と流通を進める認証制

度の周知と認証製品の普及を図ります。 

 

 

 

・みどりの保全と創出 

 樹木の適正な管理を行うとともに、保全・育成に努め、市による緑化の誘導・支援を推進

します。 

 

・土の保全とふれあいの創出 

 公園において土と触れあう場を創出します。農地の保全を図るとともに、農協農園・福祉

健康農園の利活用を促進します。 

 

（４）住み続けたいまちづくり ＜自然・文化環境＞ 

①本市の現況と課題 

②施策の方向性 

③目標指標 

調査未実施 

生物多様性の認知度 

50％ 

（令和 14年度） 

５％ 

（令和２年度） 

まちなみ・景観の美化の満足度 

10％ 

（令和 14年度） 

④基本施策 
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・豊かな水辺のあるまちづくり 

 大阪府と連携し、大津川や臨海部における自然の創出をめざすとともに、地域住民との協

力のもと身近な水辺の空間と学習の場の創出を推進します。 

 

・歴史・文化環境の保全 

 文化財の指定などによる保全を行うほか、史跡池上曽根遺跡・池上曽根弥生学習館の活用

を促進します。 

 

・生物多様性の保全 

 生物多様性の認知度を向上させる取組みの推進のほか、特定外来生物への対策を行いま

す。 

 

 

戎農園写真 

 

大津川写真  
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 本市では、友好都市である和歌山県日高郡日高川町の自然体験や、環境副読本の配布など

を通して、子どもへの環境教育を推進してきました。多様な主体での協働・連携をするため、

子ども以外の世代・事業者にも環境学習の場の周知、創設をする必要があります。 

 また、ＳＮＳなどの新しい情報コミュニケーションツールを活用し、市民サービスの向上、

環境情報の発信を引き続き推進していくことが必要です。 

 

 身近な自然・環境を大切にし、環境に関する情報を様々なメディアを活用してタイムリー

にわかりやすく市民や事業者に伝えるとともに、多様な主体の協働・連携のもと、環境啓発

イベントや環境教育・環境学習を行い、市全体の環境への理解を深めます。 

 また、周辺市町や農山村を有する自治体や民間事業者と連携し、自然を守りながら共生す

るための地域間連携の取組みを進めます。 

 

 

 

・人と人とがふれあうまちづくり 

 市民・事業者・市が連携し、すべての人が参加できるイベントを企画するほか、自治会活

動の支援など、特色ある活動をする機会を設け、市民活動の個性化と活性化を推進します。 

 

・環境教育・学習の支援、推進 

 小学生を対象とした環境副読本を配布するほか、学校・幼稚園・保育所などを活用した親

子の環境教室の実施など、新たな環境学習の場の創設に努めます。 

 

 

（５）多様な主体の協働・連携によるまちづくり ＜環境共育＞ 

①本市の現況と課題 

②施策の方向性 

③目標指標 

環境情報の入手の満足度 

（やや満足以上） 

30％ 

（令和 14年度） 

15％ 

（令和２年度） 

市民による環境活動に関心のある

人の割合 

30％ 

（令和 14 年度） 

④基本施策 

15％ 

（令和２年度） 
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・環境情報の発信 

 環境に配慮した住宅や省エネルギー技術情報を発信するとともに、本計画の進捗状況の

公表、環境イベントの周知などに努め、市民・事業者の環境意識の向上に努めます。 

 市から情報を発信するだけでなく、市民から市民へ、市民から市へなど、情報の発信・拡

散ができる仕組みづくりに取組みます。 

 

 

 

 

 
スポゴミ大会写真 
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 望ましい環境像を実現するために、５つの分野における基本目標に基づき、市民や事業

者のみなさんにも自主的な取組みを行うことが求められます。 

 

 

 

冷暖房機器の適切な使用な

ど、節電を意識し、省エネ

活動に取組みましょう。  

事業所内の不要な電灯を消

灯するなど、節電に取組み

ましょう。 

 

家電などの買換えの際は、

省エネ機器を率先して購入

しましょう。  

省エネ機器やエコカーの導

入など、事業活動の省エネ

化を進めましょう。 

 

太陽光発電システムや高効

率給湯器など、住宅の省エ

ネ化に取組みましょう。  

事業所の建築などの際に、

ZEB や高断熱化に取組み

ましょう。 

 

電車などの公共交通機関を

積極的に利用しましょう。 

 

気候変動によるリスクを学

び、災害対策や熱中症対策

に取組みましょう。 

 

近場への移動は、徒歩や自

転車を活用しましょう。 

  

クールビズやウォームビズ

を推進し、環境に配慮した

事業活動をしましょう。 

 

 

 

市民の自主的なエコ・省エ

ネの取組を積極的に支援し

ます。  

公用車のエコカー導入の推

進、エコドライブの周知・

促進に取組みます。 

 

太陽光発電システムや高効

率給湯器など、住宅の省エ

ネ化に助成を行います。  

気候変動に対する周知・啓

発を行い、市民の安全を守

る対策に取組みます。 

 

家庭での CO2 排出量の見

える化を推進します。 

 

公共交通機関の利用促進や

自転車・徒歩での活動を推

進します。 

 

公共施設の LED 化、再生

可能エネルギーの導入を推

進します。  

熱中症対策や適応策の周

知・啓発を推進します。 

 
３ 市民・事業者・市の取組み 

（１）未来へつなぐまちづくり ＜地球環境＞ 

事業者に求められる取組み一例 市民に求められる取組み一例 

市の取組み一例 
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エコクッキングやフードド

ライブの活用など、食品ロ

ス削減に取組みましょう。  

リサイクル資材の積極的な

使用に取組みましょう。 

 

使い捨て容器や過剰包装の

商品は控え、ごみを持ち帰

らないようにしましょう。  

産業廃棄物の適正処理に取

組みましょう。 

 

マイバックやマイボトルの

使用を心がけましょう。 

  

使い捨てプラスチック製の

容器やストローの提供を控

えましょう。 

 

ごみを分別し、古紙や古着

など有価物の回収に協力し

ましょう。  

エコマーク商品や再利用可

能な製品の販売を積極的に

進めましょう。 

 

リユースショップやフリー

マーケットを活用し、４R

実践に取組みましょう。  

食べ残し対策として、少量

メニューの提供に取組みま

しょう。 

 

 

 

エコクッキングの取組みや

食品ロス対策の PR を推進

します。  

４R 活動を周知し、再利用

可能な資源の循環に取組み

ます。 

 

ごみの分別収集の周知・啓

発を推進します。 

 

海洋プラスチック問題の周

知・対策に取組みます。 

 

マイバック・ボトル運動を

支援します。 

 

産業廃棄物の適正処理を推

進します。 

 

使い捨てプラスチック製品

の減量を推進します。 

 

公共工事において、リサイ

クル資材の使用を推進しま

す。 

 

  

（２）ものを大切にするまちづくり ＜資源循環＞ 

事業者に求められる取組み一例 市民に求められる取組み一例 

市の取組み一例 
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音楽やテレビの視聴時に

は、近隣の迷惑にならない

よう配慮しましょう。  

汚染物質排出量の削減に取

組みましょう。 

 

下水道の水洗化に協力する

とともに、浄化槽の適正な

管理を行いましょう。  

有害物質の適正な取り扱

い、管理を行いましょう。 

 

使用済みの食品油などは、

排水として流さずに廃棄し

ましょう。  

地域の清掃活動に積極的に

参加しましょう。 

 

ごみ拾いなど自主的な清掃

活動に取組みましょう。 

  

建設作業の騒音や振動を発

生させないよう、対策に取

組みましょう。 

 

化学物質や有害物質に対す

る知識を身につけましょ

う。  

自動車の適正な管理を徹底

し、不要な自動車の利用を

減らしましょう。 

 

 

 

騒音や振動などの生活型公

害の減少に取組みます。 

 

公共下水道の整備を進め、

浄化槽設置施設の水洗化を

推進します。 

 

ごみ拾いアプリを配信し、

市内の清掃活動を支援・推

進します。  

化学物質や有害物質に対す

る最新の情報の発信に努め

ます。 

 

事業所に対し大気汚染に関

する啓発をし、必要に応じ

て検査・指導を行います。  

不法投棄防止のパトロール

を実施します。 

 

環境負荷の少ない低公害型

機械の使用の推進・啓発を

行います。  

バリアフリーに配慮した道

路や自転車通行空間の整備

を推進します。 

 

  

（３）安全・安心で快適なまちづくり ＜生活環境＞ 

事業者に求められる取組み一例 市民に求められる取組み一例 

市の取組み一例 
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緑化活動に積極的に参加

し、みどりに関する意識の

向上に取組みましょう。  

建築物の建設の際に、植栽

などみどりを増やすことに

取組みましょう。 

 

公園や水辺を積極的に活用

し、自然と触れ合いを増や

しましょう。  

緑化や水辺の保全活動・イ

ベントを積極的に企画しま

しょう。 

 

水生生物やバードウォッチ

ングなど、水辺の生き物観

察に取組みましょう。  

生き物との共生に理解を深

め、アドプト制度などの取

組みに参加しましょう。 

 

泉大津市の歴史や文化に関

心を持ち、知識を深め、保

全活動に協力しましょう。  

泉大津市の歴史や文化を活

かした製品の開発や、事業

の活動に取組みましょう。 

 

生物多様性についての正し

い知識を身につけましょ

う。  

生物多様性の知識を深め、

事業活動が与える影響を理

解しましょう。 

 

 

 

街路樹や公園の樹木を適正

に管理し、緑の溢れるまち

をめざします。  

水辺の清掃や水質調査、生

物調査を実施します。 

 

建築物の敷地内・屋上緑化

を推進します。 

 

池上曽根遺跡や池上曽根弥

生学習館を歴史学習に活用

します。 

 

農協農園・福祉健康農園の

利活用を促進します。 

 

特定外来生物の被害を防ぐ

ため、捕獲機の貸し出しを

行います。 

 

各学校において、校内のみ

どりの保全に取組みます。 

 

生物多様性の認知度向上に

向けた取組を行います。 

 

  

（４）住み続けたいまちづくり ＜自然・文化環境＞ 

事業者に求められる取組み一例 市民に求められる取組み一例 

市の取組み一例 
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各家庭において、環境教育

や環境学習の取組みに協力

しましょう。  

他の団体などと連携し、環

境教育や環境イベントの企

画に取組みましょう。 

 

環境問題に関心を持ち、よ

り環境に配慮したライフス

タイルですごしましょう。  

環境問題に関心を持ち、よ

り環境に配慮した事業活動

を心がけましょう。 

 

地域活動に参加し、世代を

超えた交流ができる仕組み

づくりに取組みましょう。  

地域活動に積極的に参加

し、市民との交流に取組み

ましょう。 

 

 

 

環境啓発イベントの企画・

実施に取組みます。 

 

より環境に配慮したライフ

スタイルへの変革を促しま

す。 

 

自治会活動など地域活動の

支援を行い、環境保全活動

を推進します。  

小学生への環境副読本の配

布など、環境学習の場・機

会を提供します。 

 

地域の団体や市民向けに出

前講座を実施します。 

 

各主体と連携し、一丸とな

って市の環境問題の把握・

改善に努めます。 

 

農山村地域などとの連携を

深め、自然体験の場を創出

します。  

SNS などの情報発信ツー

ルを用いて環境情報の発信

を行います。 

 

 

  

（５）多様な主体の協働・連携によるまちづくり ＜環境共育＞ 

事業者に求められる取組み一例 市民に求められる取組み一例 

市の取組み一例 
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 本市の望ましい環境像の実現に向けて、本計画で示した取組みを、市民・事業者・市が積

極的に推進するとともに、今後、各主体の連携・協働を図ります。 

 また、市域を超えた環境問題に対応するため、国や府、周辺市町との連携による取組みも

進めます。 

 

 環境に関する取組みを実施するためには、環境課をはじめ環境課以外の部課も連携する

必要があることから、各取組みの実施に関する総合的な調整を行い、積極的に推進します。 

 

・ＰＤＣＡサイクルを活用して、取組みの進捗状況を把握するとともに、必要に応じ改善し、

本計画の実効性を高めます。 

・計画期間の中間年度である令和９年度には総点検を行い計画の見直しを行い、その結果を

ホームページ・広報紙等により公表します。 

 

 

 

 

 

 

 第４章 計画の推進に向けた方策 

 
１ 計画の推進体制 

（１）協働による推進 

（２）市庁内の推進体制 

（３）計画の進捗管理 
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指標 現況 目標 

COOL CHOICEの認知度※1 13％ 

（令和４年度） 

26％ 

（令和 14年度） 

温室効果ガス排出量 

（基準年（2013 年）度比） 

26％削減 

（令和元年度） 

46％削減 

（令和 12年度） 

※1 令和４年度実施市民アンケート結果より抽出 

 

 

 

 

 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

R4年 R14年

COOL CHOICEの認知度

COOL CHOICEの認知度

 資料編 

 
１ 基本目標達成に向けた目標指標と取組み一覧 

（１）未来へつなぐまちづり ＜地球環境＞ 

①目標指標 

（年度） 
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489
459

413
393

287

200

300

400

500

600

H28年 H29年 H30年 R元年 R12年

温室効果ガス排出量

温室効果ガス排出量

主な施策 施策分野 取組内容

省エネ・省ＣＯ２機器・高効率給湯器への転換

ゴーヤやアサガオ等によるグリーンカーテンの普及促進

環境家計簿の普及と啓発

行動科学の活用・環境情報の可視化などによるライフスタイルの変革

エコ住宅、ZEH の普及促進

「うちエコ診断」の実施

公共施設や防犯灯・道路灯などのＬＥＤ 化

新しく公共施設を作る際、省ＣＯ２モデル建築物の建築

ZEB 、BEMS の普及促進

省エネ・省ＣＯ２診断の受診促進

公共施設へのガスコージェネレーション の導入検討

公共施設への燃料電池 等の分散型エネルギー機器の導入検討

燃料電池等の分散型エネルギー機器の導入の推進

地場産業（毛布・ニット）を積極的に活用したウォームビズ の推進

泉大津フェニックスにおける新産業創造拠点づくり

COOL CHOICEの推進

エシカル消費 の推進

公共施設におけるエコオフィスの推進

ＣＯ２フリー燃料の導入促進 ＣＯ２フリー燃料の技術動向の情報収集

公共施設における太陽光発電システムの設置

障がい福祉施設への太陽光発電システム設置補助金の拡充

住宅用太陽光発電システム設置の普及推進、補助金の交付

太陽光発電システム設置の促進（市民共同発電所、事業所）

住宅用蓄電池設置の普及促進、補助金制度導入の検討

電力の低ＣＯ２化の促進 低炭素電力選択の推進

電動車（EV車・FCV車・PHEV車・V2H 装備車）の普及促進

郵便物再配達防止の推進

EV用充電施設の設置拡大

急速充電器の設置によるインフラ整備の推進

公用車への電動車の導入と利用促進

エコ燃料の利用促進

エコドライブ の普及・啓発

次世代自動車 に関する情報発信

公共交通機関の利用促進 パーク＆ライド

自転車通行空間の整備

公用自転車の活用推進

自転車、徒歩による移動の推進

ヒートランド対策の推進 公共施設における緑化の促進

熱中症の予防と対策 熱中症対策の普及啓発・注意喚起

エコドライブの普及・啓発

自転車の利用・徒歩による活動の促進

適応策の推進

基本目標

地

球

環

境

未

来

へ

つ

な

ぐ

ま

ち

づ

く

り

省エネルギー・省ＣＯ２の促進

家庭の省エネルギー・省CO２の促進

事業所の省エネ・省ＣＯ２の促進

再生可能エネルギーの導入促進
太陽光発電の普及促進

交通・物流の省ＣＯ２化の促進

電動自動車等エコカーの普及促進

②取組み一覧 

（年度） 
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指標 現況 目標 

１人１日あたりのごみ排出量※2 959g 

（令和元年度） 

870g 

（令和 14年度） 

リサイクル率※2 
17.5％ 

（令和元年度） 

17.9％ 

（令和 14年度） 

※2 第５次一般廃棄物処理計画から抽出 

 

 
 

 

  

959

870

800

850

900

950

1,000

R元年 R14年

１人１日あたりのごみ排出量

16%

17%

18%

19%

20%

R4年 R14年

リサイクル率

R4年 R14年

（２）ものを大切にするまちづくり ＜資源循環＞ 

①目標指標 

（年度） 

（年度） 

（ｇ） 
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主な施策 施策分野 取組内容

フードドライブ活動 のPR

生ごみの堆肥化システムの普及

エコクッキングの推進

食品ロス 削減への意識向上学習

マイバック・マイボトルの推進

ごみの分別収集に関する周知

産業廃棄物の適正処理の徹底と不法投棄対策の促進

ごみ処理費用負担の適正化

有価物集団回収事業の充実

使用済み製品等のリユースの促進

詰替製品を積極的に扱う店舗のＰＲ

海洋プラスチック対策の推進

公共工事におけるリサイクル資材の活用

公園・街路樹等における樹木の落葉・剪定枝の有効活用

基本目標

資

源

循

環

も

の

を

大

切

に

す

る

ま

ち

づ

く

り

食品ロス削減と生ごみ減量化の推進

家庭系ごみ減量化の推進

プラスチックごみ削減に向けた啓発

行政のリサイクル実践行動

ごみの発生抑制

事業系ごみの排出管理と指導の徹底

リユース・リサイクルの推進

リユース・リサイクルの推進

②取組み一覧 
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指標 現況 目標 

身の回りの環境に満足している市

民の割合※3 

67.6％ 

（令和 4年度） 

80％ 

（令和 14年度） 

まちのきれいさの満足度※4 
８％ 

（令和２年度） 

16％ 

（令和 14年度） 

   ※3 泉大津市第４次総合計画より抽出 

   ※4 令和 2 年度実施市民アンケート結果より抽出 
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R2年 R4年 R14年

まちのきれいさの満足度 身の回りの環境に満足している市民の割合

主な施策 施策分野 取組内容

大気汚染の防止に向けた工場・事業場の立入検査・改善指導

大気環境の監視

二酸化窒素濃度分布測定調査

未規制工場・事業場に対する汚染物質排出量の削減に関する指導・啓発

石綿による汚染の防止対策の推進

公共工事における低公害型建設機械の使用

公共下水道の整備、浄化槽からの切替

トイレ水洗化への指導・啓発

水質汚濁の防止に向けた工場・事業場の立入検査・改善指導

市内主要河川の水質調査

工場排水・河川水監視体制の強化

大津川流域の水質保全活動の推進

未規制工場・事業場に対する汚染物質排出量の削減に関する指導・啓発

水路の汚泥しゅんせつ及び住民による自主的な清掃活動への支援

環境騒音状況調査の実施

公共工事における低公害型建設機械の使用

有害化学物質による汚染防止と排出抑制

有害化学物質の適正管理の指導・啓発

環境美化運動の促進

不法投棄防止パトロールの実施

不法屋外広告物の規制・指導

ごみ等のポイ捨て、飼い犬のふん等の放置対策の推進

道路のバリアフリー整備

主要な公共施設を結ぶ地域軸の整備

基本目標

安

心

・

安

全

で

快

適

な

ま

ち

づ

く

り

生活環境の保全

（安心・安全なまちづくり）

大気環境の保全

水環境の保全

騒音の防止

化学物質管理

住環境の向上

（快適なまちづくり）

まちなみ・景観の美化

バリアフリーのまちづくり

生

活

環

境

（３）安全・安心で快適なまちづくり ＜生活環境＞ 

①目標指標 

②取組み一覧 

（年度） 
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指標 現況 目標 

まちなみ・景観の美化の満足度※5 
５％ 

（令和４年度） 

10％ 

（令和 14年度） 

生物多様性の認知度 調査未実施 
50％ 

（令和 14年度） 

   ※5 令和 2 年度実施市民アンケート結果より抽出 

 

 

 

 

  

0%

5%

10%

15%

20%

R4年 R14年

まちなみ・景観の美化の満足度

まちなみ・景観の美化の満足度

主な施策 施策分野 取組内容

保護樹木の管理助成

公共施設等のみどりの維持管理

みどりのネットワークの形成

記念植樹による緑化の推進

道路植樹帯の管理

公園、公共施設等の敷地における芝生化の推進

屋上緑化の推進

開発指導要綱による緑化指導

地区計画による都市計画手法を用いた緑化誘導

農業振興対策に係る運営支援

各生産緑地地区の保護

休耕農地におけるコスモス、レンゲなど景観形成作物の栽培支援

農協農園、福祉健康農園の活用の推進

生き物が集まる大津川への再生 大津川緑地の保全

学校におけるビオトープ の整備・活用

泉大津市域の動植物の生息・生育状況の紹介

水の有効利用に関する機器の活用及び意識啓発

公共施設における雨水利用設備の導入

雨水の地下浸透の促進

親水空間の形成

水辺のアドプト制度 の促進

史跡池上曽根遺跡・池上曽根弥生学習館の整備と活用

文化財の指定等による保全

都市景観形成の推進

特定外来生物 への対策

生物多様性認知度向上に向けた取組

みどりの名所づくり

生物多様性の保全

歴史的・文化的環境の保全

自

然

・

文

化

環

境

住

み

続

け

た

い

ま

ち

づ

く

り

みどりの保全と創出

樹木の保全

市・市民・事業者の連携による緑化

行政による緑化の誘導・支援

土の保全とふれあいの創出

農地の保全

農地の活用

豊かな水辺のあるまちづくり

水辺での学習・生き物調査等の取組み

水の循環利用の促進

沿岸部の保全

基本目標

（４）住み続けたいまちづくり ＜自然・文化環境＞ 

①目標指標 

②取組み一覧 

（年度） 
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指標 現況 目標 

環境情報の入手の満足度※6 

（やや満足以上） 

15％ 

（令和４年度） 

30％ 

（令和 14年度） 

市民による環境活動に関心のある

人の割合※6 

15％ 

（令和４年度） 

30％ 

（令和 14年度） 

   ※6 令和 2 年度実施市民アンケート結果より抽出 

 

 

 

 

 

  

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

R2年 R14年

環境情報の入手の満足度・市民による環境活動に関心のある人の割合

主な施策 施策分野 取組内容

環境啓発イベントの実施

大津川緑地の保全による活動場所の提供

自治会活動における緑化・清掃、周知・啓発等の支援

市民による出前講座の実施

副読本の配布

こども体験学習の実施

こどもエコクラブの活動の推進

小・中学校等における「市内の身近な生き物調査」等の実施

環境学習の実施

環境基本計画等の進捗状況の公表

環境に配慮した住宅等や省エネルギー技術等の情報発信

豊

か

な

こ

こ

ろ

多

様

な

主

体

の

協

働

・

連

携

に

よ

る

ま

ち

づ

く

り

人と人とがふれあうまちづくり 市民イベントにおける環境啓発

環境教育・学習の支援、推進 小中学校を対象とした環境教育・環境学習

環境情報の提供 市からの情報発信

基本目標

（５）多様な主体の協働・連携によるまちづくり ＜環境共育＞ 

①本市の現況と課題 

②取組み一覧 
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日　付 会議・内容等

令和2年10月1日～
令和2年10月20日

泉大津市環境基本計画の見直しに関するアンケート調査
（市民・事業者向け）

令和2年10月19日～
令和2年10月31日

泉大津市環境基本計画の見直しに関するアンケート調査
（児童・生徒向け）

令和2年11月2日
令和2年度第1回泉大津市環境基本計画策定協議会
・計画策定の趣旨等について
・第2次環境基本計画及び地球温暖化対策地域推進計画の評価について

令和2年12月21日

令和2年度第1回泉大津市環境保全審議会
・計画策定の趣旨・スケジュールについて
・泉大津市における環境データ等の推移について
・市民アンケート調査について
・現行計画の点検・評価について
・環境基本計画の現状及び課題について

令和3年2月1日
（資料発送日）

令和2年度第2回泉大津市環境基本計画策定協議会（書面開催）
・第3次環境基本計画素案の検討について

令和3年2月15日～
令和2年2月26日

令和2年度第2回泉大津市環境基本計画策定協議会書面開催における
意見聴取（オンライン等）

令和3年12月22日
令和3年度第1回泉大津市環境保全審議会
・環境基本計画の策定について
・泉大津市第3次環境基本計画案骨子について

令和4年1月31日
令和4年2月8日

脱炭素に向けた庁内勉強会
・2050年に向けた脱炭素社会の実現に向けて

令和4年2月16日
令和4年2月22日

庁内ヒアリング
・環境基本計画における目標達成に向けた施策・取組みについて

令和4年8月10日
令和4年度第1回泉大津市環境基本計画策定協議会（オンライン開催）
・環境基本計画の策定について
・泉大津市第３次環境基本計画案骨子について

令和4年8月15日
（資料発送日）

令和4年度第1回泉大津市環境保全審議会（書面開催）
・環境基本計画の策定について
・泉大津市第３次環境基本計画案骨子について

令和4年10月6日

令和4年度第2回泉大津市環境基本計画策定協議会（オンライン開催）
・泉大津市第３次環境基本計画案について
・泉大津市地球温暖化対策地域推進計画案について
・パブリックコメントの実施について

令和4年10月12日

令和4年度第2回泉大津市環境保全審議会（オンライン開催）
・泉大津市第３次環境基本計画案について
・泉大津市地球温暖化対策地域推進計画案について
・パブリックコメントの実施について

令和4年　月　日～
令和4年　月　日

パブリックコメント実施

令和5年　月　日
令和4年度第3回泉大津市環境基本計画策定協議会
・泉大津市第3次環境基本計画（最終案）について

令和5年　月　日
令和4年度第3回泉大津市環境保全審議会
・泉大津市第3次環境基本計画（答申案）について

令和5年　月　日 泉大津市第3次環境基本計画の策定に係る答申

令和5年3月　日 泉大津市議会への報告、計画策定

 
２ 泉大津市第３次環境基本計画の策定経緯 

（１）時系列 
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（敬称略） 

 

 

（敬称略）  

役　職 所　属 氏　名

会　長 大阪公立大学大学院現代システム科学研究科教授 竹中　規訓

副会長 近畿大学総合社会学部総合社会学科教授 田中　晃代

桃山学院大学社会学部社会学科教授 巖     圭介

大阪公立大学大学院工学研究科准教授 水谷　聡

追手門大学経済学部経済学科講師 長谷川　路子

委　員

役　職 所　属 氏　名

会　長 大阪教育大学　学長補佐兼教授 石川　聡子

副会長 大阪公立大学大学院現代システム科学研究科准教授 千葉　知世

関西電力送配電株式会社 大阪支社
大阪南総務部 南大阪地域　統括長

野村　陽一

大阪ガス株式会社　エナジーソリューション営業部
地域共創第１チーム　マネジャー

小泉　洋

南海電気鉄道株式会社　経営政策室
サステナビリティ推進部　課長補佐

戸田　 弘

深喜毛織株式会社営業部　ニットヤーン・原料課長 深井　喜章

住友ゴム工業株式会社　泉大津工場　安全環境課 課長 宮永　章生

泉大津商工会議所　専務理事 下柳 　博

公益社団法人 泉大津青年会議所　直前理事長 八木　好洋

公益社団法人 泉大津青年会議所　専務理事 岡田　勇一

泉大津市衛生委員会 委員長 稼木　英一

自然エネルギー市民の会
NPO法人自然エネルギー市民共同発電　事務局長

中村　庄和

NPO法人おづ自然エネルギー市民の会 代表 田中　一吉

泉大津市立上条小学校 教諭 房野　康恵

公募市民 寺地　直子

大阪府泉州農と緑の総合事務所 環境指導課長 小谷　充慶

地方独立行政法人　大阪府立環境農林水産総合研究所
環境研究部 参事

中村　 智

泉大津市都市政策部長 山野　真範

委　員

（２）泉大津市環境保全審議会 委員名簿 

（３）泉大津市環境基本計画策定協議会 委員名簿 
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 市民、児童生徒及び事業所における環境に関する意識や意見を把握し、泉大津市環境基

本計画策定の基礎資料とするため、アンケート調査を実施しました。 

 
・市   民：住民基本台帳から無作為抽出した 計 1,500名 

・児童・生徒：住民基本台帳から無作為抽出した小学校 5年生 599名・中学校 2年生 596

名計 1,195名 

・事 業 所：NTTデータから無作ため抽出した 計 100事業所 

 
・市民・事業所：10月 1日に調査票送付   10月 20日を回答期限に設定 

・児童・生徒：10月 19 日に調査票送付   10月 31日を回答期限に設定 

 
・市   民：回収数 601件 （回収率 40.1％） 

・児童・生徒：回収数 351件 （回収率 29.4％） 

・事 業 所：回収数  39件 （回収率 39.0％） 

 

 

 

  

 
３ 計画策定にあたっての市民意見等 

（１）令和 2 年 月 日 実施 市民アンケート 

調査目的 

調査方法・対象 

調査期間 

回収集・回収率 

（２）令和４年 月 日 実施 パブリックコメント 
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 太陽光発電システムの導入スキームでは、2022年現在、個人向けに、屋根置き太陽光発

電、共同購入、０円ソーラーがあります。また、自治体や企業向けには、共同購入の他

に、自家消費型太陽光発電、PPAモデルがあります。 

 

 これまで、固定価格買取制度（FIT制度）を活用した導入方法です。自宅に太陽光パネ

ルを設置し、発電し、電力を使用し、余った電力は売電し、足りない場合は購入する仕組

みです。 

 

出典：環境省 HP（https://ondankataisaku.env.go.jp/re-start/howto/07/） 

 

 

 共同購入は、個人や個人事業者が集まることで、購入者の購買力が高まり、低い電気価

格で再生エネ電気を購入する仕組みです。 

 

 

出典：環境省 HP（https://ondankataisaku.env.go.jp/re-start/howto/02/） 

  

 
４ 太陽光発電システム導入スキーム 

（１）屋根置き太陽光発電 

（２）共同購入 
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 ０円ソーラーには、電力販売とリースがあり、発電した電力を住宅所有者等に販売する

ことで初期費用を回収するので、住宅所有者は初期費用０円で太陽光発電を設置できま

す。一定期間経過後は、設備が住宅所有者に無償譲渡されます。 

 

 電力販売では、使用した分を支払い、事業者が余剰を売電、不足分は購入します。 

出典：環境省 HP（https://ondankataisaku.env.go.jp/re-start/howto/01/） 

 

 

出典：環境省 HP（https://ondankataisaku.env.go.jp/re-start/howto/01/） 

  

（３）０円ソーラー 

①電力販売 

②リース 
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 自家消費型太陽光発電は、発電した電力を固定価格買取制度で売電するのではなく、自

社設備で使用する。日中の電気使用量が多い場合に向いています。 

 

 

出典：環境省 HP（https://ondankataisaku.env.go.jp/re-start/howto/08/） 

 

 PPA（Power Purchase Agreement）とは電力販売契約という意味で第三者モデルともい

います。 

 企業・自治体が保有する施設の屋根や遊休地を事業者が借り、無償で発電設備を設置

し、発電した電気を企業・自治体が施設で使います。 

 エネルギーサービス会社は、無償で太陽光を設置・運用し、使用した電気代が収入とな

ります。 

 

 

出典：環境省 HP（https://ondankataisaku.env.go.jp/re-start/howto/03/） 

 

  

（４）自家消費型太陽光発電 

（５）PPA モデル 
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 「2050年カーボンニュートラル」の実現に向けて、ガスについても脱炭素化の動きが加

速しています。その方法の一つとして有望視されているのが、CO2と水素から「メタン」

を合成する「メタネーション」技術です。 

 ガスの脱炭素化技術にはいくつか選択肢がありますが、もっとも有望視されているの

は、水素（H2）と二酸化炭素（CO2）を反応させ、天然ガスの主な成分であるメタン

（CH4）を合成する「メタネーション」です。 

 メタンは燃焼時に CO2を排出しますが、メタネーションをおこなう際の原料として、発

電所や工場などから回収した CO2を利用すれば、燃焼時に排出された CO2は回収した CO2

と相殺されるため、大気中の CO2量は増加しません。つまり、CO2排出は実質ゼロとなり

ます。 

 

出典：資源エネルギー庁ウェブサイト

（https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/methanation.html） 

 

 

 燃料として利用するアンモニア（以下、「燃料アンモニア」という。）は、燃焼しても

CO2を排出しないゼロエミッション燃料であり、地球温暖化対策において有効な手段の 1

つとなっています。「新国際資源戦略」（2020年 3月策定）においては、そのカーボンフリ

ーの特性とグローバルサプライチェーンが確立済みという利点から、「今後は、火力発電

や工業炉、船舶等からの CO2削減に向け、水素と同様に、諸外国で生産された再生可能エ

ネルギーを石油や天然ガスと同様にエネルギー資源として捉えて輸入するというコンセプ

 
５ 先進的技術・取組みの動向 

（１）メタネーション 

（２）燃料アンモニア 
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トを強く意識しながら、現在 FSが進められている燃料アンモニアの混焼を含めて、着実

に技術開発等を進めることが必要である」と、その利用拡大を明記しています。 

 アンモニアは、現在、その大半が天然ガス等の化石燃料から製造されています。また、

技術的には、再生可能エネルギーによる製造も可能です。前者の場合は改質反応、後者の

場合は電気分解によって水素を製造し、いずれもハーバー・ボッシュ法によってアンモニ

アを製造する流れとなります。これらアンモニア製造により発生する CO2は、CCU/カーボ

ンリサイクルや CCS（EORを含む）によって抑制することが可能です 

 

出典：経済産業省「エネルギー白書 2021（図【第 384-1-1】）」 

 

 

 2009年 10月に国連環境計画（UNEP）の報告書において、藻場・浅場等の海洋生態系に

取り込まれた（captured）炭素が「ブルーカーボン」と命名され、吸収源対策の新しい選

択肢として提示されました。ブルーカーボンを隔離・貯留する海洋生態系として、海草藻

場、海藻藻場、湿地・干潟、マングローブ林が挙げられ、これらは「ブルーカーボン生態

系」と呼ばれています。 

 ブルーカーボン生態系による隔離・貯留のメカニズムは、大気中の CO2が光合成によっ

て浅海域に生息するブルーカーボン生態系に取り込まれ、CO2を有機物として隔離・貯留し

ます。また、枯死したブルーカーボン生態系が海底に堆積するとともに、底泥へ埋没し続

けることにより、ブルーカーボンとしての炭素は蓄積され続けます。岩礁に生育するコン

ブやワカメなどの海藻においては、葉状部が潮流の影響により外洋に流され、その後、水

深が深い中深層に移送され、海藻が分解されながらも長期間、中深層などに留まることに

よって、ブルーカーボンとしての炭素は隔離・貯留されます。 

  

（３）ブルーカーボン 
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 気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COＰ21）が開催されたパリにおいて、平成 27 年

（2015年）12月に温室効果ガス削減のための新たな国際的枠組み「パリ協定」が採択され

ました。 

 本協定には、温室効果ガス排出削減（緩和）の長期目標として、産業革命以前からの世界

平均気温の上昇を２℃より十分下方に抑える（２℃目標）とともに１.５℃に抑える努力を

継続すること、そのために今世紀後半に人為的な温室効果ガス排出量を実質ゼロ（排出量と

吸収量を均衡させること）とすることが掲げられています。 

 
 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、気候変動に関して科学的、技術的及び社会経

済的な見地から包括的な評価を行っており、平成 30年（2018年）10月にパリ協定の長期目

標の中で言及されている「1.5℃目標」に関する特別報告書を発表しました。 

 この報告書では、産業革命以前の世界の平均気温から 1.5℃上昇した場合の影響と、気温

上昇を 1.5℃に抑えるために必要な対策や温室効果ガス削減について評価を行っています。

気温上昇を１.５℃に抑えるためには、エネルギー、土地、都市、インフラや産業システム

における急速かつ広範囲に及ぶ低炭素化・脱炭素化への移行が必要であり、2030 年までに

世界全体の二酸化炭素排出量を平成 22 年（2010 年）比で約 45％削減し、2050 年前後には

実質ゼロにする必要があるとされています。 

 さらに、1.5℃上昇であっても、健康、食糧安全保障、水供給、経済成長等に対する気候

関連リスクが増加するとされており、地域での適応策（気候変動の影響への対策）の取組み

が鍵になると述べられています。また、2017 年時点で人為起源による世界の気温上昇は既

に約 1.0℃に達し、現在の度合いで温暖化が進行すれば、それによってもたらされるリスク

は大きくなるとされています。 

 日本においても、「平成 30年７月豪雨」では西日本から東海地方を中心に大きな被害を受

けましたが、この豪雨は地球温暖化に伴う水蒸気量の増加の寄与もあったと考えられると

気象庁より報告されるなど、気候変動の影響が顕在化しています。 

 

 我々が身近に続けてきた大量生産・大量消費型の経済活動は、大量の廃棄物を排出し天然

資源の枯渇や大規模な資源搾取、生物多様性の破壊など様々な環境問題を引き起こしてい

ます。このような線形的な経済活動に対して、サーキュラーエコノミーは資源投入量や消費

量を抑制し、ストックを有効活用しながらサービスを提供することで新たな付加価値を生

み出すことをめざしています。エレンマッカーサー財団の掲げるサーキュラーエコノミー

の３原則は以下の通りです。 

 

 
６ 用語集 

パリ協定 

ＩＰＣＣ1.5℃特別報告書 

サーキュラーエコノミー 
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・Eliminate waste and pollution：廃棄物・汚染などを出さない設計  

・Circulate products and materials：製品や資源を使い続ける 

(at their highest value)  

・Regenerate nature：自然のシステムを再生する 

出典：エレンマッカーサー財団資料   

 

この３原則に基づいて、サーキュラーエコノミーの全体像を示す概念図は以下の通りです。

再生可能資源と枯渇性資源の２種類の資源を分けて資源やサービス等を設計することで枯

渇性資源を適切に管理し、自然資本の維持・拡大をめざします。またこれら２つの資源を別

のサイクルで設計し、製品・部品・原材料が常に最大限の有用性を保ち利用・循環させるこ

とで資源の価値を最大化することをめざします。 

 

  

出典：環境省「平成 28年度版環境白書」 

 

 平成 30年（2018年）４月に「第五次環境基本計画」が閣議決定されました。 

本計画では、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の考え方も活用しながら、「環境・経済・

社会の統合的向上」の具体化をめざして、分野横断的な６つの重点戦略（経済、国土、地域、

暮らし、技術、国際）と重点戦略を支える「気候変動対策」「循環型社会の形成」「生物多様

性の確保・自然共生」等の環境政策が示されています。これらの環境政策により、経済社会

システム、ライフスタイル、技術などあらゆる観点からのイノベーションの創出や、経済社

会的課題の「同時解決」を実現し、将来にわたって質の高い生活をもたらす「新たな成長」

に繋げていくこととしています。 

また、地域資源を持続可能な形で活用することによって、各地域が自立・分散型の社会を

形成し、地域資源等を補完し支え合う「地域循環共生圏」の創造などを掲げるとともに、幅

広い関係者とのパートナーシップを充実・強化を図ることとしており、これらを通じて、持

続可能な循環共生型の社会（「環境・生命文明社会」）をめざすとされています。 

さらに、その中で示された気候変動への影響の適応策を進めていくため、同年に「気候変

動適応法」が制定・施行されました。この法律では、自治体による適応施策の推進とともに、

事業者や市民の施策への協力が求められており、地域の適応能力の向上によって気候変動

第五次環境基本計画 
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の脅威への対応を強化する取組みがより一層必要となっています。 

 

出典：環境省 HP（http://chiikijunkan.env.go.jp/） 

 
 政府は、2021年 10月 22日に、第６次エネルギー基本計画を閣議決定しました。 

2020年 10月の「2050年カーボンニュートラル」の表明や 2021年 4月に示された温室効

果ガス排出削減目標の実現に向けて、エネルギー政策の道筋を示しています。また、気候変

動対策を進めながら、日本のエネルギー需給構造が抱える課題の克服に向け、安全性の確保

を大前提に安定供給の確保やエネルギーコストの低減（S+3E）に向けた取組を示しています。 

電力部門は、再エネや原子力などの脱炭素原電を活用し、水素・アンモニア発電や CCUS/

カーボンリサイクルによる炭素貯蔵・再利用を前提とした火力発電などのイノベーション

を追求するとしています。 

非電力部門は、脱炭素化された電力による電荷を進めます。また、産業部門では水素還元

製鉄や人工光合成などのイノベーションが不可欠としています。 

 

 政府は、2021年 10月 22日に、地球温暖化対策計画を閣議決定しました。 

地球温暖化対策推進法に基づく政府の総合計画で、「2050年カーボンニュートラル」宣言、

2030年度 46％削減目標（※）等の実現に向け、計画を改定しています。 

再エネ・省エネでは、改正温対法に基づき自治体が促進区域を設定し、地域に裨益する太

陽光発電など再エネの導入拡大と住宅や建築物の省エネ基準への適合義務付けを拡大しま

す。産業・運輸などは、2050 年に向けたイノベーションを支援します。分野横断的取組で

は、地域脱炭素ロードマップとして、2030 年度までに 100 以上の「脱炭素先行地域」を創

第 6 次エネルギー基本計画 

地球温暖化対策計画 
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出します。 

※我が国の中期目標として、2030 年度において、温室効果ガスを 2013 年度から 46％削減

することをめざす。さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けていく。 

 

 菅義偉内閣総理大臣（当時）は令和２年（2020年）10月の第 203回臨時国会の所信表明

演説において、「2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする(※)、すなわ

ち 2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現をめざす」ことを宣言しました。 

※「排出を全体としてゼロ」とは、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの排出量から、

森林などによる吸収量を差し引いてゼロを達成することを意味します。 

 
 2050年カーボンニュートラルを達成するために、国は 2030年までに少なくとも 100か所

の「脱炭素先行地域」をつくり、これらをモデルに全国に脱炭素政策が波及的に広がること

をめざしている。脱炭素先行地域では、家庭部門及び業務部門の電力消費に伴う CO2排出量

を実質ゼロとすることをめざしており、運輸部門や熱利用等に関する温室効果ガス排出量

についても、国の掲げる 2030 年度の目標と同程度の削減を実現することをめざしている。

脱炭素の基盤となる重点対策として、以下のような内容が挙げられています。 

出典：環境省「地域脱炭素ロードマップ（概要）」       

 

例えば、地方の中心市街地や住宅地においては以下のようなイメージが挙げられている。

駅前を中心とした市街地においては、EV やコミュニティバスを組み合わせた MaaS や再生

可能エネルギーの供給と需要の融通管理、省エネ設備の最大限の導入や建物の屋根・駐車場

への太陽光発電の設置などが挙げられています。また住宅地においては、ZEB・ZEH 化を中

心に、ナッジ等を活用したごみの削減やウォーカブルな都市空間の形成などが挙げられて

います。 

2050 年カーボンニュートラル 

地域脱炭素ロードマップ 
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出典：環境省「地域脱炭素ロードマップ（概要）」 

 

 
 気候変動に対するリスクとして、環境省の報告によると以下のような内容が考えられま

す。近年は豪雨による大規模な災害が頻繁に発生しており、本市においても 2018 年の台風

21 号により甚大な被害を受けております。今後、有効な温暖化対策が行われずに温室効果

ガスの排出量が増加した場合には、豪雨被害の他にも、コメの品質の低下や熱中症患者数の

気候変動適応策 
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増加、ウイルス感染症の原因にもなり得る蚊の生息地の拡大など様々なリスクが発生する

とされています。 

【気候変動により想定されるリスク】 

出典：文部科学省・気象庁「日本の気候変動 2020」 

 

 適応策の代表的な取組みとしては以下のような内容が考えられています。本市において

必要な取組みを検討し、気候変動による影響を最小限にすることをめざします。 

・農業：栽培時期の調整や高温対策、品種開発 

・水環境：雨水利用のための施設の設置 

・自然生態系：森林に与える影響を調査・研究し、その動向をモニタリング 

・健康：高齢者や屋外での業務従事者に対する注意喚起 

・産業、経済活動：気候変動への適応に関する取組みの情報収集や技術開発の促進 

・都市生活：洪水対策や斜面崩壊、落石対策等 

 
 生物多様性とは、生物の豊かな個性とつながりのことを指します。地球上では約３,000万

種の多様な生物が生まれ、そのすべてが直接的、間接的に関わり合って生きています。国の

定める生物多様性国家戦略 2012－2020において、以下のような５つの基本戦略が進められ

てきました。 

（１）生物多様性を社会に浸透させる 

（２）地域における人と自然の関係を見直し・再構築する 

（３）森・里・川・海のつながりを確保する 

（４）地球規模の視野を持って行動する 

（５）科学的基盤を強化し、政策に結びつける 

 

 

生物多様性 
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 地域においては、生物多様性基本法に基づき地方公共団体において生物多様性の保全及

び持続可能な利用に関する計画である生物多様性地域戦略が定められています。この計画

には、市域における自然環境の現況の他、山林や緑地、河川や湖沼、湾岸部といった地域別

に生息する生物の情報やこれらの保護・保全に関する計画が記載されています。 

 

 市民共同発電所とは、一般的に市民が共同で出資するなどして作った発電所であり、太陽

光発電システムなどの自然エネルギーを利用した発電所である。 

 泉大津市においても、大阪府内初となる市民団体と行政が連携する市民共同発電所が汐

見町にあります。 

 

 

 工場や車から出る窒素酸化物や炭化水素が太陽の紫外線のエネルギーによって反応して

できるオゾンやアルデヒドなどの汚染物質です。 

 
 光化学オキシダントの濃度が高く、その状態が継続すると認められることを知らせる注

意報です。 

 

 Mobility as a Serviceの略語で、電車・バス、レンタカーなどの様々な交通機関を、IT

を用いて結び付け、人が効率よく移動できるようにするシステム。 

 

市民共同発電所 

光化学オキシダント 

光化学スモッグ注意報 

MaaS 


